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 本年 4 月の診療報酬改定で、必要に応じて受けるべきリハビリ医療が、原則、発症から

最大 180 日に制限されました。個々の患者の病状や障害の程度を考慮せず機械的に日数の

みでリハビリを打ち切るという乱暴な改定です。 

それも国民にほとんど知らされることなく唐突に実施されました。 

 障害や病状には個人差があり、同じ病気でも病状によりリハビリを必要とする人もいま

す。障害をもつ人は、この制度によって生命の質を守ることが出来ず、寝たきりになつこ

ともあります。リハビリは最後の命綱です。 

 こうしたリハビリテーションを受けている患者の不安に対して「除外規定があるから問

題はない」と、厚労省は言います。しかし、度重なる疑義解釈にも関わらず現場は混乱す

るだけで、結果として大幅な診療制限になっています。このままではリハビリ医療そのも

のが危機に立たされてしまいます。 

 更に、厚労省は「医療と介護の区別を明確にした」と言います。しかし、医療のリハビ

リと、介護のリハビリは、全く異質なものです。介護のリハビリでは、医師の監視の下で

厳格な機能回復、維持の訓練のプログラムを実施することは出来ません。 

 リハビリは、単なる機能回復ではありません。人間らしく生きる権利の回復です。よっ

て下記の通り要望します。 

                 記 

 

１． 早急に「日数制限」を受け、リハビリを受けられない患者等の調査を行い、その結

果を発表すること。 

２． リハビリ算定日数上限を、実態調査が終了し結果がでるまで４月１日以前の取り扱

いに戻すこと。 

３． 障害児（者）リハビリテーションについて、肢体不自由児施設等に限らず、施設基

準を満たせば届出を受理すること。なお、2006 年３月 31 日付疑義解釈（その３）

の問 115 の質疑回答を撤回すること。 

４． 実施単位数（時間）制限を廃止すること。 

以上 


